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飼料用米を取り巻く2回の転換点

• 2007年（平成19年）

穀物需給の国際的な構造変化

輸入穀物の継続的な高騰、量的確保懸念

• 2013年（平成25年）

米の政策転換へ

2018年生産調整の見直し



2007～2013年の変化

米を飼料に利用する環境が徐々に拡がる

① 水田の有効利用・多面的機能発揮、自給率向上、環境

保全型農業の推進（飼料用生産・利用の意義）

② 飼料用穀物の安定確保（量、価格）

③ 2009年から、8万円/10ａの補助金が飼料用米生産者に交付

され、稲作生産者と畜産生産者との取引価格の隔たりが縮小

④ 「自給率向上運動」や「付加価値畜産物生産」などの

地域内流通に加えて、一般流通もはじまる。

飼料用米生産量：2006年（527ｔ）、2009年（81,237ｔ）

2012年（183,431ｔ）



目的

穀物の需給構造の変化に伴い、飼料価格
が高騰し高止まりするリスクや量的確保が困難
になるなどが懸念される。

海外穀物の代替として米を飼料用途に本格
生産し、利用する場合の諸条件について検討
する。

全農の取り組み（2007年～）



検討項目
（1）コスト削減策
①耕作地における生産コストの削減策
②耕作地からの流通コスト削減

（２）家畜への利用方法
（３）耕畜連携による堆肥、副産物収入
（４）飼料原料としての付加価値
（５）飼料用米生産の意義に関する国民的合意

形成の取組みや行政の支援対策など

全農の取り組み（2007年～）



• 飼料用米の生産・利用の意義

わが国の風土に最も適し、長年にわたる生

産基盤と技術の蓄積がある水田の有効利用

をはかることによって、自給率向上、環境保全

型農業の推進と農業の多面的機能の発揮に

寄与する。



わが国の風土に適した水田



水田の有効利用



自給率の向上



環境保全型農業、多面的機能

項 目 金 額

洪水防止機能 ３４，９８８億円

河川流況安定機能 １４，６３３億円

地下水涵養機能 ５３７億円

土壌侵食防止機能 ３，３１８億円

土砂崩壊防止機能 ４，７８２億円

有機性廃棄物処理機能 １２３億円

気候緩和機能 ８７億円

保険休養・やすらぎ機能 ２３，７５８億円

平成１３年農業白書



全農の取り組み（2007年～）

年度 栽培面積 平均収量 最高収量 生産費 場所

２００７年 0.4ｈａ -- -- -- 宮城

２００８年 36ｈａ ５４９㌔ ８１７㌔ 92,062円 青森、宮城、茨城、千葉、
宮崎

２００９年 186ｈａ ５３８㌔ ８００㌔ 96,100円 青森、宮城、茨城、千葉、
福岡、宮崎、鹿児島

２０１０年 65ｈａ ５６３㌔ ７５８㌔ 79,396円 同上

２０１１年 15ｈａ ６１０㌔ ７５７㌔ 73,553円 宮城、茨城、福岡、宮崎、
鹿児島

２０１２年 143ｈａ ５０１㌔ ８１２㌔ 72,969円 宮城、茨城、鳥取、福岡

栽培実証（飼料用米専用品種）

収量は10ａ玄米量、生産費は10ａ（乾燥調整費、地代含む）



耕作放棄地をもう一度豊かな水田に

全農の取り組み（2007年～）



全農の取り組み（2007年～）

直播（湛水、不耕起乾田）でのコスト削減

＊本年１月３１日に「鉄コーティングした水稲種子の湛水
直播栽培の普及に向けた全国大会」を神奈川県平塚で開催



全農の取り組み（2007年～）

圃場での立ち枯れ乾燥方法によるコスト削減（左：鳥取）

農場で簡易乾燥器による乾燥コスト削減（右：鳥取）



全農の取り組み（2007年～）

畜産農場での籾米、玄米の保管（左：鳥取）

畜産農場での籾摺（右：鳥取）



全農の取り組み（2007年～）

疎植によるコスト削減効果の検討（左）

無人ヘリコプター利用による播種実証（右）



全農の取り組み（2007年～）

多収穫品種の選定

農研機構、大学、県などと連携して、栽培調査をしながら
地域ごとに適応する品種の選定をすすめた。

多収穫品種は登熟期が長いため、気候条件以外にも用水
管理（食用米との調整）、二毛作など地域実態に合わせた
品種選定が必要である。



資料：農水省



全農の取り組み（2007年～）

畜産農場での配合飼料とコメの自動混合・給与（左）

配合飼料輸送途中でのコメの飼料への添加（右）



全農の取り組み（2007年～）

飼料用米専用カントリーエレベータ（左）

バラ輸送による大量利用・コスト削減の実証（右）



全農の取り組み（2007年～）

家畜への利用方法

畜種別に配合飼料に添加できる飼料用米の上限を確認

玄米の場合は、
鶏（ブロイラーを含む）：全ステージで60％
豚 ：ほ乳後期45％、子豚・肥育・種豚60％
乳牛（育成期含む） ：15％
肉牛（育成期含む） ：60％

精白米や玄米についても調査ずみ



全農の取り組み（2007年～）

飼料用米を給餌した鶏卵（左：生卵）

飼料用米を給餌した鶏卵（右：ゆで卵）



全農の取り組み（2007年～）

飼料用米を給餌した鶏肉（左）

飼料用米を給餌した豚肉（右）



飼料用米生産量(トン)
西 暦 全国① 全農流通② ②の付加価値利用

２００８ ９，５０５ ４，３２２ ２，４３７

２００９ ２４，３６１ １１，０８２ ５，７９４

２０１０ ８１，２３７ ４１，８０２ ８，８０１

２０１１ １８３，０３３ ９４，８２４ ９，７４０

２０１２ １８３，４３１ ８９，７４４ １５，２０１

２０１３ １１５，３５０ ３７，１１３ １２，０５６

２０１１年以降生産量は伸び悩み、新たな取り組
みが必要となっていた。⇒新たな米政策



新たな米政策の始まり(２０１３年～)

・主食用米は、生産数量目標が年々減少

・減少分を水田フル活用による転作でカバー、

特に飼料用米（本作化）の需要に期待

・５年後をめどに、国は生産数量目標の配分

をやめたい考え



資料：農水省



資料：農水省



資料：内閣府



資料：農水省



抜本的変革のはじまり

• 飼料用米を本作へ誘導

• 米を配合飼料主原料として利用開始

• 飼料用米を利用した畜産物生産に変化



当面の課題

• 米の政策転換に生産・流通・利用実態が

ついていけていない。

• インフラ整備など早急に体制整備が必要

(生産現場、物流、飼料製造、農場利用)



大量の飼料用米をどう扱うか



飼料用米の生産コストをどう下げるか



米の飼料利用への理解・意識改革

• 米生産・流通・飼料製造・畜産生産・消費の

連携と米の能力を最大限発揮した生産

米の生産
米物流

飼料製造
家畜の飼養 消費

米を利用するだけでは当たり前の商品になるのでは?

生産者と消費者の強い連携、家畜の飼養環境、米の能力最大発揮



行政の支援は?

国産畜産物の消費が無くては、
新たなスキームは実現しない


